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おわりに 

  

草津市における地域活動を活性化させるために、その意識や意欲を持っている人材が、

どのような人材であり、また何を必要としているかについて分析を試みたが、結果として、

参加意欲の高い人材が存在するものの、一方で、参加について意識したことがなく、「わ

からない」という層が多く存在することも判明した。 

 そのため、今後、この「わからない」という層について、どのような「切っ掛け」を作

れば、地域活動へのイメージが形成され、活発な活動へと結び付けられるのかを検討する

ことも必要である。また併せて、サークル活動などを含めた様々な地域活動が市内で行わ

れているが、このような情報について、どれだけ認知され、理解されているのか、といっ

た点も確認していく必要がある。 

 更に多くの市民は、地域活動に「協力者」が必要と回答している。このような「協力者」

について、どのような場を作り、またグループを形成していくことができるのか、という

ことについても、現状を踏まえた上で具体的な検討が必要となるだろう。 

 全国各地では、様々な地域活動の活性化に向けた取り組みが進められているが、その中

には、地域おこし協力隊3を活用したり、自らをクリエーターとして情報発信している有識

者を招聘したり、地域活動の継続性を図るためにコミュニティ・ビジネス4を展開している

地域もある。このような事例や情報は、インターネットや書籍などから収集できるものの、

最初の一歩を踏み出すことが最も難しいことであり、そのためにも「協力者」の存在が必

要となってくる。 

 今後は、現在までの協働の到達点を踏まえた上で、さらなる協働のあり方の検討や、地

域内外での市民のネットワーク作りを高めることにより、一人でも多くの「協力者」を育

てることが、地域の活性化を進めるにあたって重要となるだろう。 

 

  

                                                
3 2009 年に総務省によって制度化。地方自治体が募集を行い、地域おこしや地域の暮らし等に興味のある都市

部の住民を受け入れて地域おこし協力隊員として委嘱し、隊員は「地域協力活動」に従事し、併せてその定住・

定着を図る。 
4 地域課題の解決を「ビジネス」の手法で取り組むものであり、地域の人材やノウハウ、施設、資金を活用する

ことにより、地域における新たな創業や雇用の創出、働きがい、生きがいを生み出し、地域コミュニティの活

性化に寄与するものと期待されている。 
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